
議案第５０号 

平成２９年度青梅市下水道事業特別会計予算  

平成２９年度青梅市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ5,131,000千円と定め

る。 

２  歳入歳出予算の款項の区分および当該区分ごとの金額は、「第１表歳

入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間および限度額は、「第２表

債務負担行為」による。 

（市債） 

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる市債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、「第３

表市債」による。  

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の3 第2項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、1,000,000千円と定める。 

平成２９年２月２０日 

提出者  青梅市長  浜  中  啓  一
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第 ２ 表　　債　務　負　担　行　為

（単位　千円）

事                項 期                 間 限        度        額

大柳汚水中継ポンプ場
改 修 事 業 委 託

平 成 30 年 度 141,496

御岳山事業区域連絡管
整 備 工 事

平 成 30 年 度 か ら
平 成 31 年 度 ま で

165,270
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平 成 29 年 度

青 梅 市 下 水 道 事 業

特別会計予算に関する説明書
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【歳出 特定財源内訳の凡例】

（国）国庫支出金 （都）都支出金 （債）市債 （分）分担金および負担金

（使）使用料および手数料 （繰）繰入金 （越）繰越金 （諸）諸収入
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（２）給料および職員手当の増減額の明細

区    分 増    減    額 増 　減 　事 　由 　別 　内 　訳

千円  千円  
  給    料  1 昇給に伴う増加分

 2 その他の増減分

職員手当

△ 4,188  

953  △ 3,235  

△ 3,150  

 2 その他の増減分 △ 4,229  

1,079   1 職員手当制度改正に伴う増減分
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説                 明 備                         考

千円  
  普通昇給に伴う増加分

昇給期  職員数
 7 月 13人  

  職員数の増減および職員の新陳   職員数の異動状況
  代謝等による増減分 現に在職

する職員数   その他  計　
本年度 26人   1人   27人    
前年度 27人   0人   27人    
増　減 △ 1人   1人   0人    

  採用退職等の状況

  採　　用     退職（見込）

本年度 0人   0人
前年度 0人   0人

  職員数の増減および職員の新陳
  代謝等による増減分

　改正後　年間　4.40月
　改正前　年間　4.30月　増減分

△ 4,229  

  平均昇給率   1.6％

　期末、勤勉手当支給率改正に伴う

953  

1,079  

△ 4,188  
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（３）給料および職員手当の状況

    ア　職員１人当たり給与

円

円

　歳 月
50 11

円

円

　歳 月
49 7

    イ　初任給

円

平 均 給 料 月 額

371,332

484,678

468,473

一  般  行  政  職

368,001

平   均   年   齢

区               分

平   均   年   齢

平 均 給 与 月 額

28年 1月 1日 現 在

平 均 給 料 月 額

29年 1月 1日 現 在

平 均 給 与 月 額

大    学    卒 182,700

国   の   制   度

一    般    行    政    職

市   の   制   度

高    校    卒 144,600

大    学    卒 182,700

区              分

高    校    卒 146,100
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    ウ　級別職員数

2
 (   0)   (    0.0)

6
 (   1)   (   50.0)
14

 (   1)   (   50.0)
4

 (   0)   (    0.0)
26

 (   2)   (  100.0)

2
 (   0)   (    0.0)

7
 (   0)   (    0.0)
14

 (   0)   (    0.0)
4

 (   0)   (    0.0)
27

 (   0)   (    0.0)

 4 級  課長

 2 級  主任

（ ）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

4  級
7.7

 1 級  主事

 3 級  係長

計
100.0

職 員 数 （人） 構 成 比（％）

一  般  行  政  職
級

計

5  級

23.1
3  級

15.4

5  級

1  級

2  級

2  級

区      分

28年1月1日
現      在

29年1月1日
現      在

3  級

4  級

1  級

53.8

25.9

7.4

14.8

51.9

100.0

標準的な職務内容
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    エ　昇給

※ここに昇給の別表を入れてください。

    オ　期末手当、勤勉手当

月 月 月

（ ）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

( 1.05) ( 1.20) (2.25)

国 の 制 度 有2.075 2.225 4.30

前  年  度
  部長職     20％  課長職  　15％
  係長職　    6％　副主査職   5％
　主任職 　 　3％

2.075 2.225 4.30

( 1.05) ( 1.20) (2.25)

本  年  度
  部長職     20％  課長職  　15％
  係長職　    6％　副主査職   5％
　主任職 　 　3％

2.125 2.275 4.40

( 1.075) ( 1.225) (2.30)

区      分

支 給 期 別 支 給 率

支給率計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６  月 12  月
級 等 に よ る 加 算 措 置
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    カ　地域手当

    キ　その他の手当

通 勤 手 当  運賃相当額（支給限度額  55,000円）  運賃相当額（支給限度額  55,000円）

国   の   制   度

扶 養 手 当

                 課長職　　　係長職以下
 配  偶  者  　　8,000円　　　10,000円
 父　母　等  　　6,000円　　　 6,000円
 　　子　　  　　7,500円　　　 7,500円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末
 までの子 1人につき   4,000円を加算

 配  偶  者  　　　　　　　10,000円
 父　母　等  　　　　　　　 6,500円
 　　子　　  　　　　　　　 8,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末
 までの子 1人につき   5,000円を加算

住 居 手 当
 管理職を除く35歳未満の世帯主等
 （借家・借間）
                    　       15,000円

 借家、借間居住職員に対する支給限度額

　　　　　　　　　　　     27,000円

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

15  ％

区       分 市   の   制   度

支 給 率 15  ％

支 給 対 象 職 員 数 27  人
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債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

ま た は 、 支 出 額 の 見 込 み お よ び 当 該 年

事          項 限    度    額
前年度末までの支出（見込）額

期    間 金      額

公営企業会計導入支援委託 62,208 0

大柳汚水中継ポンプ場改修
事業委託

141,496 0

平成28年度
小曾木事業区域整備事業委
託

1,677,822 587,947

御岳山事業区域連絡管整備
工事

165,270 0
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の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位　千円）

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

特     定     財     源
一般財源

期    間 金      額 国都支出金 市   債 そ の 他

208

平成29年度
か　ら
平成31年度
ま　で

62,208

141,496

62,000

55,650 83,100 2,746

平成29年度
か　ら
平成30年度
ま　で

7,250 56,563

平成30年度

1,089,875 153,662 872,400

平成30年度
か　ら
平成31年度
ま　で

165,270 25,793 138,100 1,377
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市債の前前年度末における現在高なら  

現在高の見込みに関する調書          

 市 債 19,111,175 18,850,988

１ 下 水 道 事 業 債 19,087,875 18,767,188

(1) 公共下水道事業債 15,006,306 14,853,628

(2) 流域下水道事業債 4,081,569 3,913,560

２ 浄 化 槽 事 業 債 23,300 78,000

３ 公営企業会計適用債 0 5,800

区         分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額
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  びに前年度末および当該年度末における

（単位　千円）

1,395,900 1,312,172 18,934,716

1,288,700 1,310,158 18,745,730

1,156,700 1,061,646 14,948,682

132,000 248,512 3,797,048

87,400 1,459 163,941

19,800 555 25,045

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み

当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額
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